一  般  質  問  通  告  書

　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年６月２日
　高島市議会議長　廣本　昌久　様
　　　　　　　　　　　　　高島市議会議員　６　番　　　熊谷　もも 　　㊞
　次の事項について質問いたしたいので通告します。
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※質問項目（番号）が２以上ある場合は、次のどちらかに○をつけてください。

・質問番号１の用紙にだけご記入ください。
・質問が一つだけの場合は必然的に１となりますので、記入は不要です。

１．全項目一括質問一括答弁

初問は

２．項目ごとに一括質問一括答弁
	(質問番号１)
発　言　事　項
	新しい公共施設のあり方を考えよう！庁舎増改築に高島産木材を使おう！

	要　　旨　（項目だけでなく、質問の趣旨が理解できるように記入してください。)

	２０１５年５月７日岩手県紫波町の新庁舎が完成しました。新庁舎は木造３階建て（一部鉄筋コンクリート造り４階建て）で、延べ床面積は約６７００平方メートル。
木材は地元産のカラマツやスギが使われている。冷暖房システムは木質チップを利用したバイオマスエネルギーを導入し、太陽光発電システムを設置するなど、ＣＯ２排出量の削減を図っている。工事費は約２１億７千万円。
※庁舎１階フロア。ベンチや床フローリングにも地元産材が利用されている。
この紫波町新庁舎はオガールプロジェクトの一環です。オガールプロジェクトは今年１月のクローズアップ現代でもとりあげられました。徹底したPPP公民連携の手法で進められたものです。
（１）オガールプロジェクトのように民間の力を活用した、新しい公共施設のあり方を考えてはいかがでしょうか？
「税収が減ったから、公共施設を減らしていく」。これは、成熟化や人口減少で税収の伸びが見込めない地方自治体からすれば、一見すると、まともな意見です。こうした発想は「公共施設はすべて税金で作り、税金で維持しなくてはならない」という前提にたっています。しかし、人口が減り、地方内需も細っていく昨今、求められているのは、単に収入に基づいて公共施設を減らすことだけではありません。むしろ、「何でもかんでも税金で」という前提に囚われている、公共施設のあり方自体を、変えてしまうことではないでしょうか。
紫波町の事例、PPP推進協議会設立から2009年3月の公民連携基本計画策定までの間にかけては、特に重点的に意見交換会や、座談会などを何度も開催し、町の人たちにPPP事業への理解を深めてもらう取り組みを繰り返し実施。プロジェクトが動き始めると、広場について「町民がどう使っていくか」についてワークショップを設計が始まる前からスタートさせ、そこで集まった町民の意見を設計に反映させていきました。
　公民連携の事例が語られる場合、民間の動きがクローズアップして取り上げられがちですが、行政の組織・体制が整っていてこそ民間はスムーズに動けるといえます。
（２）新旭庁舎の増改築、高島市内産木材を使うことを進めてはいかがでしょうか？
PPPとは
公民が連携して公共サービスの提供を行うスキームをPPP（パブリック・プライベート・パートナーシップ：公民連携）と呼ぶ。PFIは、PPPの代表的な手法の一つ。
PPPの中には、PFI、指定管理者制度、市場化テスト、公設民営（DBO）方式、さらに包括的民間委託、自治体業務のアウトソーシング等も含まれる。
紫波町新庁舎はPFIという手法が選択されました。
PFI（Private Finance Initiative：プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）」とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法です。
　
民間の資金、経営能力、技術的能力を活用することにより、国や地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公共サービスを提供できる事業について、PFI手法で実施します。
PFIの導入により、国や地方公共団体の事業コストの削減、より質の高い公共サービスの提供を目指します
　
我が国では、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」(PFI法)が平成11年7月に制定され、平成12年3月にPFIの理念とその実現のための方法を示す「基本方針」が、民間資金等活用事業推進委員会（PFI推進委員会）の議を経て、内閣総理大臣によって策定され、PFI事業の枠組みが設けられました。
　
　英国など海外では、既にPFI方式による公共サービスの提供が実施されており、有料橋、鉄道、病院、学校などの公共施設等の整備等、再開発などの分野で成果を収めています。
(内閣府PFIホームページhttp://www8.cao.go.jp/pfi/aboutpfi.html）
　


